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(57) Abstract: The present invention makes the density meter structure used i n organic raw material tluid supply systems, and the

like, simpler, more compact, and less expensive and provides a density meter that makes i t possible t o stably measure density while

maintaining a constant light transmission window transparency and enhances airtightness and resistance t o particles. The present i n

vention i s a n optical-analysis-type raw material fluid density detector comprising a detector main body (2) and a light oscillation unit

and a light detection unit that are provided o n a n upper surface o r a lower surface o f the detector main body (2), wherein the detector

main body has a t least one recess formed o n the upper surface and o n the lower surface, a fluid flow path connecting a fluid inlet o f

the detector main body t o a recess, a fluid flow path connecting the recesses t o each other, and a fluid flow path connecting a recess

t o a fluid outlet o f the detector main body; the light oscillation unit i s disposed i n the recess that i s closest t o the inlet; and light d e -

tection units are disposed i n the remaining recesses.

(57) 要 約 ：
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本発明は、有機原料流体の供給系等で使用する濃度計の構造の簡素化、小型化、製品コス トの引下げ
を図 リ、光透過窓の透明度を一定に保って安定 した濃度測定が出来ると共に、気密性能ゃ耐パ一テイク
ル性を高めた濃度計を提供する。 本発明は、検出器本体 2 と、検出器本体 2 の上面または下面に設け
た光発振部及び光検出部 とか らなる光分析式原料流体濃度検出器であって、検出器本体には上面及び下
面に少な くとも一つの凹部を形成 し、検出器本体の流体入口か ら凹部に連通する流体流路と、凹部間を
連通する流体通路と、凹部か ら検出器本体の流体出口に連通する流体流路とを備えた構成とし、最も入
口に近い凹部に光発振部を配置 し、残 りの凹部に光検出部を配置する構成とする。



明 細 書

発 明 の名 称 ：原 料 流 体 濃 度 検 出器

技 術 分 野

[0001 ] 本 発 明 は、 半 導 体 製 造 装 置 の 原 料 流 体 供 給 装 置 等 で使 用 す る プ ロセ ス流 体

濃 度 計 の 改 良 に関 す る もの で あ り、 特 に、 濃 度 計 の セ ンサ ー部 の 小 型 化 及 び

イ ン ラ イ ン 型 を 図 る と共 に、 高 析 出性 や 高 光 反 応 性 、 腐 食 性 の 原 料 流 体 に対

して も、 長 期 に亘 つて 安 定 した 光 透 過 窓 の 高 透 明度 及 び セ ンサ 一 内部 の 高 清

浄 度 （耐 パ 一 テ ィクル 性 ） を保 持 で き る よ う に した イ ン ラ イ ン型 光 分 析 方 式

の 原 料 流 体 濃 度 検 出器 に関 す る もの で あ る。

背 景 技 術

[0002] 半 導 体 製 造 装 置 の 原 料 流 体 供 給 装 置 等 で は、 半 導 体 製 品 の 品 質 向 上 を 図 る

点 か ら、 安 定 した濃 度 の プ ロセ ス 原 料 流 体 を処 理 装 置 へ 供 給 す る こ とが 必 要

と さ れ る。

そ の た め 、 従 前 の この種 原 料 流 体 供 給 装 置 、 例 え ば 図 9 に示 す 如 きバ プ リ

ン グ型 原 料 流 体 供 給 装 置 に お い て は、 温 度 制 御 さ れ た 原 料 タ ン ク 2 1 の 原 料

蒸 気 出 口の 近 傍 に光 分 析 方 式 の濃 度 計 2 2 を設 け、 当該 濃 度 計 2 2 か らの濃

度 検 出信 号 に よ って 原 料 タ ン ク 2 1 の 温 度 、 キ ャ リア ガ ス C G の流 量 、 タ ン

ク 内蒸 気 圧 力 Po等 を調 整 す る こ と に よ り、 反 応 炉 2 3 へ 所 定 の 原 料 濃 度 の プ

ロセ ス ガ ス 2 4 (例 え ば、 タ ン ク 2 1 内 に貯 留 した 卜リメ チ ル ガ リウム TMGa

等 の有 機 金 属 材 料 蒸 気 を含 ん だ プ ロセ ス ガ ス ） が 供 給 さ れ て 行 く。

尚、 図 9 に お い て、 2 5 は熱 式 マ ス フ 口一 コ ン トロー ラ、 2 6 は タ ン ク 内

圧 の 圧 力 調 整 装 置 で あ る。

[0003] 又 、 上 記 光 分 析 方 式 の濃 度 計 2 2 と して は、 各 種 の構 成 の濃 度 計 2 2 が 実

用 化 さ れ て い る が、 大 多 数 の濃 度 計 2 2 は、 図 1 0 (特 開平 9 _ 1 7 8 6 5

2 ) 及 び 図 1 1 (特 開 2 0 0 4 — 1 0 8 9 8 1 号 ） に示 す よ う に、 被 測 定 ガ

ス Gが流 通 す る光 学 セ ル （ガ ス セ ル ） 2 7 と、 光 学 セ ル 2 7 内 へ 光 線 を照 射 す

る光 源 2 8 と、 光 学 セ ル 2 7 内 を通 過 した 光 線 の 受 光 装 置 2 9 と、 受 光 装 置



2 9 の信号から吸光度を求めて原料濃度を算出する演算装置 3 0 等から形成

されている。尚、 3 1 は主管路、 3 2 は分岐管路である。

[0004] そ して、図 1 0 の濃度計 2 2 においては、光学セル 2 7 内におけるガスの

所謂吸光光度を測定すると共に、吸光度の測定結果にランバー 卜 ベールの

法則を適用 してガス濃度を演算するようにしている。

又、後者の特開 2 0 0 4 - 1 0 8 9 8 1号においては、図 1 1 に示すよう

に、光学セル （吸光セル）を内蔵 したインラインセンサ一3 3 を管路 3 1へ

固定 し、前記光学セルを透過 した光の光度測定を行うようにしている。

[0005] 尚、上記光分析方式の濃度計 2 2 や光学セル （吸光セル） 2 7 を内蔵 した

ィンラインセンサ一3 3 は、公知であるためここではその詳細な説明を省略

する。

[0006] 而 して、原料ガス濃度の測定に際 しては、先ず、光学セル 2 7 を管路 3 2

(又は管路 3 1 ) へ接続固定することが必要になる。 しかし、光学セル 2 7

と管路 3 2 (又は管路 3 1 ) の接続部の気密性確保は容易でなく、例えば、

通常のパツキン材ゃシール材を用いたね じ込み接続やフランジ接続工法では

、高度な気密性を備えた接続固定が容易でなく、半導体製造装置の分野で要

求される気密性能 （外部 リーク 1 X 1 0 - 1叩a mVsec 以下）を確保すること

が、現実に達成できないと云う問題がある。

[0007] 又、安定 したガス濃度測定を長期に亘つて連続的に行なう為には、光学セ

ル 2 7 の光透過窓の透明度が長期に亘つて安定 している必要があり、透明度

が経時変化をする場合には、安定 したガス濃度測定が困難となる。

[0008] ところが、従前のガス濃度計においては、光透過窓の構成材として石英ガ

ラスが多く用いられているため、高腐食性又は高析出性を有する有機原料ガ

スの濃度測定においては、光透過窓が腐食され、又は原料の析出によりその

透明度が早期に低下することになり、安定 した原料ガス濃度の測定ができな

いと云う問題が残されている。

[0009] 一方、光学セル 2 7 内部の各種構造物も、高い気密性をもって光学セル 2

7 の本体に堅固に固定保持する必要がある。そのため、光学セル 2 7 の内部



では、各種 の合成樹脂製 シ一ル材ゃ銀蝌付 け、金蝌付 け等 が使 用 されている

しか し、光学 セル 2 7 内の合成樹脂製 シ一ル材ゃ銀蝌付 け、金蝌付 け等 の

部材 は、各部材 自体 の内部 に含有 されているガスやパ ーテ ィクル を有機 原料

ガス内へ放 出す る放 出源 にな る危険性 があ り、現実 に、パ 一テ ィクル の放 出

によるガス純度 の低 下が生ず る と云 う問題 があ る。 そのため、半導体製 造用

ガス供給系 に於 いては、銀蝌付 けゃ金蝌付 けの使 用 は望 ま しい ことでない。

[001 0] 上 述 の よ うに、従前 の光分析方式の濃度計 を用 いた場合 には、設備 の小型

化や設備費 の低減 が困難 なだ けでな く、 ガス気密性 の保持 や濃度測 定精度 の

安定性確保及び高 ガス純度 の保持等 の点 に多 くの問題 があ り、特 に、有機 原

料 ガスの場合 には、 その腐食性 に起 因 して生ず る光透過窓 の透 明度 の低 下や

、 シール用部材 によるガス純度 の低 下及び気密性確保等 の問題 の解決 が急 が

れている。

先行技術文献

特許文献

[001 1] 特 許 文献 1 ：特 開平 9 _ 1 7 8 6 5 号公報

特許文献 2 ：特 開 2 0 0 4 _ 1 0 8 9 8 1 号公報

特許文献 3 ：特 開平 1 1 - 2 8 0 9 6 7 号公報

発 明の概要

発 明が解決 しょ うとする課題

[001 2 ] 本発 明は、従前 の原料流体供給装置等 で使 用す る原料濃度計 に於 ける上述

の よ うな問題、即 ち （I ) 濃度計 の構造 の簡素化及び小型化並び に製 品 コス ト

の引下 げを容易 に図れない こと、及び、 （Π ) 光透過窓 の透 明度 が変動 す る

ため、安定且 つ高精度 な原料流体濃度 の測 定が出来 ない こと等 の問題 を解決

し、 高腐食性 の有機 原料流体 であ って も、長期 に亘 つて光透過窓 の透 明度 が

変動せ ず に高精度 で安定 した濃度測 定が行 なえ、 しか も、小型 で安価 に製 造

で きるよ うに したィ ン ラ イ ン型 の原料流体濃度検 出器 を提供 す る ことを、発



明の主 目的 とするものである。

課題を解決するための手段

[001 3] 本発 明に係 る原料流体濃度検 出器 の第 1 の態様 は、検 出器本体 2 と、検 出

器本体 2 の上面 または下面 に設 けた光発振部 5 a 及び光検 出部 5 b とを備 え

る光分析式原料流体濃度検 出器 であ って、検 出器本体 2 には上面及び下面 に

少な くとも一つの凹部 1 7 を形成 し、検 出器本体 2 の流体入 口か ら凹部 1 7

に連通する流体流路 2 a と、 凹部 17間 を連通する流体通路 2 匕と、 凹部 1 7

か ら検 出器本体 2 の流体 出口に連通する流体流路 2 c とを備 え、 少な くとも

1 つの凹部 に光発振部 5 a を配置 し、残 りの凹部 に光検 出部 5 b を配置 した

ことを発 明の基本構成 とする。

[0014] 本発 明に係 る原料流体濃度検 出器 の第 2 の態様 は、上記第 1 の態様 におい

て、光発振部 が、光透過板 と、光強度検 出用の フォ トダイオー ドと、光発振

用の光源 (光 ファイバ）を備 え、光検 出部 が、光透過板 と、光強度検 出用の フ

ォ 卜ダイォ一 ドと、 を備 える。

[001 5] 本発 明に係 る原料流体濃度検 出器 の第 3 の態様 は、前記第 2 の態様 におい

て、検 出器本体 に形成 した凹部 に配置する光透過板 は、 ガスケ ッ ト型 シール

を用いて気密 に固定 される。

[001 6] 本発 明に係 る原料流体濃度検 出器 の第 4 の態様 は、検 出器本体 2 と、検 出

器本体 2 の上面 に設 けた光発振部 5 a 及び検 出器本体 2 の下面 に設 けた光検

出部 5 b とを備 える光分析式原料流体濃度検 出器 であ って、検 出器本体 2 の

上面及び下面 に設 け られ流体通路 2 b によ り連通 された凹部 1 7 と、 当該凹

部 1 7 内に装着 したガスケ ッ ト型 シール 6 と、 ガスケ ッ ト型 シール 6 と対向

して配置 され、光透過板 1 1 a を気密 に挟着 して接合 固定 した第一固定 フラ

ンジ 1 4 及び第二固定 フランジ 1 6 と、第二固定 フランジ 1 6 内に設 けた光

ファイバ 9 及び フォ トダイオー ド1 0 と、前記接合 固定 した両固定 フランジ

1 4 、 1 6 をガスケ ッ 卜型 シール 6 を介 して検 出器本体 2 の凹部 内へ気密 に

固定する保持 固定体 1 2 と、 を備 える。

[001 7] 本発 明に係 る原料流体濃度検 出器 の第 5 の態様 は、検 出器本体 2 と、検 出



器本体 2 の上面 に設 けた光発振部 5 a と、検 出器本体 2 の下面 に設 けた光検

出部 5 b とを備 えた光分析式原料流体濃度検 出器 であ って、前記検 出器本体

2 が、上面及び下面 に夫 々設 けた凹部 1 7 と、両凹部 1 7 間を連通する流体

通路 2 匕と、流体入 口と上面の凹部 1 7 間を連通する流体通路 2 a と、流体

出口と下面の凹部 1 7 間を連通する流体通路 2 c を備 え、前記光発振部 5 a

及び光検 出部 5 匕が、前記凹部 1 7 に繋 がるガスケ ッ 卜収容部 1 7 a 内に装

着 したガスケ ッ 卜型 シール 6 と、 内周面が階段状 に縮径 した揷入凹部 1 4 b

を有 し、前記 ガスケ ッ 卜型 シール 6 と対向状 に配置 した第一固定 フランジ 1

4 と、前記第一固定 フランジ 1 4 の挿入凹部 1 4 b の最奥部 に配置 した光透

過板 1 1 a と、前記第一固定 フランジ 1 4 の挿入凹部 1 4 b 内へ階段状外周

面 を有 する突出部 1 6 b を挿入 して前記光透過板 1 1 a を挟 んで前記挿入凹

部 1 4 b へ気密 に接合 固定 した第二固定 フランジ 1 6 と、第二固定 フランジ

6 内の前記光透過板 1 1 a の外側 に配設固定 した光強度検 出用の フォ トダ

ィオー ド1 0 と、前記嵌合 固定 した両固定 フランジ 1 4 、 1 6 を収容するフ

ランジ収納部 1 2 a を中央 に備 え、 固定用ボル ト8 の締め込み によ りフラン

ジ収納部 1 2 a 内に収納 した両固定 フランジ 1 4 、 1 6 をガスケ ッ 卜型 シ一

ル 6 を介 して検 出器本体 2 へ気密 に固定する保持 固定体 1 2 と、 を備 える。

[001 8] 本発 明に係 る原料流体濃度検 出器 の第 6 の態様 は、上記第 5 の態様 におい

て、第二固定 フランジ 1 6 の突出部 1 6 b の先端面 1 6 d と、第一固定 フラ

ンジ 1 4 の揷入凹部 1 4 b の底面 1 4 c を光透過板 1 1 a のシール面 と した

[001 9] 本発 明に係 る原料流体濃度検 出器 の第 7 の態様 は、上記第 5 の態様 におい

て、第一固定 フランジ 1 4 のガスケ ッ 卜収容咅 1 4 d の底面 1 4 eをガスケ ッ

卜シール面 とするように した ものである。

[0020] 本発 明に係 る原料流体濃度検 出器 の第 8 の態様 は、上記第 5 の態様 におい

て、光発振部 5 a の第二固定 フランジ 1 6 に光 ファイバ揷入孔 9 a を設 ける

と共 に、 フォ トダイオー ド1 0 を光透過板 1 1 a か らの反射光強度 の検 出用

フォ 卜ダイォ一 ドと した ものである。



[0021 ] 本発明に係る原料流体濃度検出器の第 9 の態様は、上記第 5 の態様におい

て、光検出部 5 b の第二固定フランジ 1 6 に設けたフォ トダイオー ド1 0 を

光透過板 1 1 a か らの透過光強度の検出用フォ トダイオー ドとしたものであ

る。

[0022] 本発明に係る原料流体濃度検出器の第 1 0 の態様は、上記第 5 の態様にお

いて、検出器本体 2 の上面に間隔を置いて他の光検出部 5 b を設けると共に

、検出器本体 2 の下面に設けた光検出部 5 b の凹部 1 7 と前記他の光検出部

5 ヒの凹部 1 7 間を流体通路 2 c により連通 し、前記下面に設けた光検出部

5 b の光透過板 1 1 a か らの反射光強度を前記他の光検出部 5 b にて検出す

るように構成 したものである。

[0023] 本発明に係る原料流体濃度検出器の第 1 1 の態様は、上記第 5 の態様にお

いて、原料流体を、析出性又は高反応性若 しくは腐食性の有機原料蒸気とし

たものである。

[0024] 本発明に係る原料流体濃度検出器の第 1 2 の態様は、上記第 5 の態様にお

いて、光透過板 1 1 a をサファイア製 としたものである。

発明の効果

[0025] 本発明は、検出器本体 2 には上面及び下面に少な くとも一つの凹部 1 7 を

形成 し、検出器本体 2 の流体入口か ら凹部 1 7 に連通する流体流路 2 a と、

凹部 17間を連通する流体通路 2 匕と、凹部 1 7 か ら検出器本体 2 の流体出口

に連通する流体流路 2 c とを備え、少な くとも 1 つの凹部に光発振部 5 a を

配置 し、残 りの凹部に光検出部 5 b を配置 しているため、原料濃度検出器を

ィンライン型で且つ極めて簡単な構成のものとすることが出来る。

[0026] 又、光発振部 5 a 及び光検出部 5 匕が、前記ガスケッ 卜収容部 1 7 a 内に

装着 したガスケッ 卜型シール 6 と、 これと対向状に配置 した揷入凹部 1 4 b

を有する第一固定フラ ンジ 1 4 と、揷入凹部 1 4 b へ突出部 1 6 b を揷入 し

て圧入によ り第一固定フラ ンジ 1 4 へ気密に接合固定 した第二固定フラ ンジ

1 6 と、両 フラ ンジ間に気密に挟持 したサ フ ァイ ア製光透過板 1 1 a と、両

フラ ンジ 1 4 ， 1 6 を検 出器本体 2 へ押圧固定する保持固定体 1 2 を備える



ため、光発振部 5 a及び光検出部 5 bの構造を単純化できると共に、高度な

気密性を保持できる。

[0027] 更に、光透過窓 1 1 をサファイア製としているため、析出性や反応性、腐

食性流体であつても光透過率が低下せず、安定した高精度な濃度測定が可能

となる。

また、ガスケッ卜型シールを用いているため、他の合成樹脂製シール材ゃ銀

蝌材、金蝌材等を用いるシール構造に比較して、流体内への不純物の混入を

皆無にすることが出来る。

[0028] 加えて、脆性破壊材料から成る板材 1 1である光透過窓を第一固定フラン

ジ 1 4 と第二固定フランジ 1 6 の間に挟み込みしたうえ両フランジを気密に

接合固定すると共に、当該光透過窓を装着して気密に接合固定した両フラン

ジを、本体 2 へ固定した保持固定体 1 2 により凹部 1 7 内へ気密に揷着する

ようにしているため、シール材を用いないで光透過窓を高気密性で容易に、

且つ堅固に保持固定することが出来る。

[0029] このように、本発明の原料流体濃度検出器は、設備の小型化や設備費の削

減、気密性の保持、濃度測定精度の安定性確保及び高ガス純度の保持等の点

で、優れた効果を奏する。

図面の簡単な説明

[0030] [ 図1]本発明の実施形態に係る原料流体濃度検出器の縦断面概要図である。

[図2]図 1の原料流体濃度検出器の平面図である。

[図3]図 1の原料流体濃度検出器の光発振部の縦断面概要図である。

[図4]図3 の光発振部の保持固定体の縦断面図及び平面図である。

[図5]図3 の光発振部の第二固定フランジの縦断面図である。

[図6]図3 の光発振部の第一固定フランジの縦断面図である。

[図7]図3 の光発振部のガスケッ卜型シールの概要を示す断面図である。

[図8]本発明に係る濃度計の試験装置の概要を示す系統図である。

[図9]従前の半導体製造装置用原料ガス供給装置の概要説明図である。

[図10]従前のガス濃度計の使用例を示すものである。



[ 図 11] 従前の他のガス濃度計の使用例 を示すものである。

発明を実施するための形態

[0031 ] 以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて詳細 に説明する。

図 1 及び図 2 は、本発明の第 1 実施形態に係る原料流体濃度検 出器 1 を示

すものであ り、当該原料流体濃度検 出器 1 は、検 出器本体 2 と、その両側部

に固定 した入口プロック 3 及び出口プロック4 と、検 出器本体 2 の上面側 に

並列状 に設けた光発振部 5 a 及び光検 出部 5 匕と、検 出器本体 2 の下面側 に

設けた光検 出部 5 b 等か ら構成 されている。

[0032] 上記検 出器本体 2 、入口プロック 3 及び出口プロック4 はステンレス鋼等

か ら形成 されてお り、流体通路 2 a 、 2 b 、 2 c 、 3 a 、 4 a が夫々連通状

に設けられている。 また、検 出器本体 2 の両側部 にはガスケッ ト型シール 6

を介 して入口プロック 3 及び出口プロック4 がボル ト （図示省略）により気

密に固定されている。尚、 3 b 、 4 b は継手部、 7 は漏洩検査用孔、 8 は光

発振部 5 a の固定用ボル トである。 また、光検 出部 5 b も前記光発振部 5 a

と同様 に固定用ボル ト8 により固定されている （図示省略）。

[0033] 上記光発振部 5 a 及び光検 出部 5 b は、検 出器本体 2 の上面側 に間隔を置

いて並置されてお り、光源ゃ回析格子や ミラ一等か らなる光源装置 （図示省

略）か らの可視領域又は紫外領域の所定波長の光が、光 ファイバ 9 を経て前

記光発振部 5 a 内の脆性破壊材料か ら成 る板材 1 1 、即ち、サファイア製光

透過板材か ら成 る光透過板 1 1 a へ入射される。

[0034] 前記入射された光の大部分は、サファイア製光透過板 1 1 a を透過 して流

体通路 2 a 内へ入射されるが、前記入射された光の一部はサファイア製光透

過板 1 1 a により反射され、 この反射光の強度がフォ トダイオー ド1 0 によ

り検 出される。

[0035] 前記光検 出部 5 b は、光発振部 5 a の斜め下方の検 出器本体 2 の下面側 に

前記光発振部 5 a と対向状 に設けられてお り、流体通路 2 b を通 して光発振

部 5 a か ら入射された光が、サファイア製光透過板 1 1 a を通 して光検 出部

5 b 内のフォ 卜ダイオー ド1 0 へ入射され、当該入射光の光強度が検 出され



る。

[0036] また、検出器本体 2 の下面側の光検出部 5 b 内のサファイア製光透過板 1

1 a に於いても、入射光の一部が反射されるが、この反射光は、流体通路 2

c を通 して検出器本体 2 の上面側の光検出部 5 b へ入射され、当該光検出部

5 b で前記下面側の光検出部 5 b からの反射光の強度が検出される。

[0037] 前記下面側の光検出部 5 b において検出された光強度は、流体通路 2 b 内

を流通する原料流体 （プロセス用流体）の濃度等によって変化 し、検出した

光強度信号は演算装置 （図示省略）八入力され、ここで原料流体内の原料濃

度が演算される。

尚、原料濃度Cは、基本的には、分光光度計で求めた吸光度 A を基にして、

次の （1 ) 式により演算される。

A = log
1
( I /I)= XCX I ( 1 )

但 し、 （1 ) 式において、10は光発振部 5 a からの入射光強度、I は透過光

強度 （光検出部 5 b のフォ トダイオー ド1 0 への入射光強度）、 ε は原料の

モル吸光係数、Cは原料濃度、 Α は吸光度である。

[0038] また、経年変化等により、光発振部 5 a や光検出部 5 b の光透過特性は変

化することに成るが、この光透過特性の変化は、反射光を検出する上面側の

光発振部 5 a のフォ トダイオー ド1 0 や上面側の光検出部 5 b のフォ トダイ

オー ド1 0 の検出値の変化として現れる。そのため、当該上面側の光発振部

5 a 及び光検出部 5 b の各フォ トダイオー ド1 0 の検出値を用いて、上記 （

1 ) 式における入射光強度10や透過光強度I の補正が行われる。

[0039] 前記光発振部 5 a 及び光検出部 5 b は、構造的には全 く同一のものであり

、図 3 に示すように、ステンレス鋼製の中央にフランジ収容孔 1 2 a を有す

る保持固定体 1 2 と、検出器本体 2 の外表面に設けた第一固定フランジ 1 4

と、第二固定フランジ 1 6 と、両フランジ 1 4 ， 1 6 間に気密に挟み込み固

定 したサファイア製光透過板 1 1 a と、光透過板 1 1 a の上方に位置 して第

二固定フランジ 1 6 に固定 したフォ トダイオー ド1 0 等とから形成されてい

る。



[0040] 即 ち、第二固定フランジ 1 6 と第一固定フランジ 1 4 とは、後述するよう

に第二固定フランジ 1 6 の突出部 1 6 b を第一固定フランジ 1 4 の揷入凹部

1 4 b 内へ 8 〜 1 2 Nの力で圧入することにより、突出部 1 6 b の先端面 1 6

d と揷入凹部 1 4 b の底面 1 4 c とをシール面 と して、サファイア製光透過

板 1 1 a を挟み込み固定 した状態で気密に一体化されている。

そ して、 この第二固定フランジ 1 6 と第一固定フランジ 1 4 を一体化 した

ものを保持固定体 1 2 のフランジ収容孔 1 2 a 内へ揷入 し、保持固定体 1 2

を固定用ボル ト8 によりガスケッ 卜型シール 6 を介設 して検 出器本体 2 へ押

圧固定することにより、光発振部 5 a 及び光検 出部 5 b は検 出器本体 2 へ気

密に固定されている。

[0041 ] 尚、図 3 において、 1 7 は検 出器本体 2 の外表面に形成 した凹部、 6 a は

ガスケッ 卜、 1 3 は両固定フランジ 1 4 ， 1 6 間のシール面、 1 4 e はガス

ケッ 卜6 a と第一固定フランジ 1 4 間のシール面、 9 a は光 ファイバの揷入

孔である。

また、前記図 1 の実施形態においては、検 出器本体 2 の上面側 に光発振部

5 a 及び光検 出部 5 b を間隔を置いて設けるように しているが、上面側の光

検 出部 5 b を省略 し、且つ下面側の光検 出部 5 b の凹部 1 7 と流体出口側 と

を流体通路 2 c により直接連通 しても良いことは勿論である。

更に、検 出器本体 2 の上面側 に光検 出部 5 b を、下面側 に光発振部 5 a を

設ける、つまり、光発振部 5 a は入口に最 も近い凹部 に配置する以外に、別

の凹部 に設置することも可能であ り、 また、前記サファイア製光透過板 1 1

a に代えて、その他の材質、例えば石英ガラス等を使用することも可能であ

る。

[0042] 具体的には、前記保持固定体 1 2 は、図 4 に示すように、厚 さ12〜 15mmの

四角型鋼板の中央部 にフランジ収容孔 1 2 a が設けられてお り、その両側部

に固定用ボル ト8 の揷入孔 1 2 b が設けられている。

また、保持固定体 1 2 の下端部 には、第一固定フランジ 1 4 の外周部上面

に嵌合 してこれを押圧するための段部 1 2 c が形成 されてお り、 フランジ収



容孔 1 2 a の下方は拡径されて、第一固定フランジ 1 4 の収容部に形成され

ている。

[0043] 前記第二固定フランジ 1 6 は、図 5 に示すようにステ ン レス鋼製の短い円

柱体に形成されており、その一側の中央部は、 2 段の段部 1 6 a により階段

状に縮径された突出部 1 6 b に形成されている。

又、縮径された突出部 1 6 b の先端部の先端面 1 6 d は、厚さ0. 8〜 1. 5mm

程度の薄い光透過板 1 1 a に当接するシール面になっている。

[0044] 前記第一固定フランジ 1 4 は、図 6 に示すようにステンレス鋼により円盤

状に形成されており、中央部には3 段の段部 1 4 a により階段状に縮径され

た揷入凹部 1 4 b に形成されている。又、この揷入凹部 1 4 b は貫通状に形

成されており、検出器本体 2 の凹部 1 7 に連通されている。

更に、前記 3 段の段部 1 4 a の中間部は、サファイア製光透過板 1 1 a の

収納部を成 しており、ここにサファイア製光透過板 1 1 a が載置固定されて

いる。

尚、第一固定フランジ 1 4 の下面側にはガスケッ卜6 a の収容部 1 4 d が

形成されており、ここにガスケッ卜型シール 6 の上半部が揷入固定される。

[0045] 前記ガスケット型シール 6 は、図 7 に示すように、第一固定フランジ 1 4

のガスケット収容部 1 4 d と、検出器本体 2 側のガスケット収容部 1 7 a と

、 リング状のガスケット6 a と、 リング状のリティナ一 6 b と、 リング状の

ガイ ドリング6 c 等から構成されており、シール面 1 5 、 1 5 によって 2 重

にシールされる構成となっている。

[0046] 又、前記脆性破壊材料から成る板材 1 1製の光透過窓を構成するサフアイ

ァ製光透過板 1 1 a は、所謂高純度のアルミナ （A L203) の単結晶であり、厚

さ0. 8〜 1. 5m mに形成されていて、耐摩耗性、耐腐食性 （耐薬品性）、耐熱

性等に優れており、半導体製造用に使用され有機原料ガスにより腐食や変質

され、その光透明度が変化することは殆ど無いことが確認されている。

[0047] 尚、上記ガスケット型シール 6 、サファイア製光透過板 1 1 a 及びフォ ト

ダイオー ド1 0 等は公知なものであるため、ここではその詳細な説明は省略



する。

[0048] 次 に、本発明に係 る原料流体濃度検 出器 1 の濃度検 出試験 とその結果 につ

いて説明する。

先ず、図 8 に示すように、半導体製造装置用のプロセスガス （有機原料 TMG

a蒸気）の供給管路へ原料流体濃度検 出器 1 をインライン状 に接続 し、光源装

置 1 8 よ り光 ファイバ 9 を通 して光発振部 5 a へ光 を入射 した。 尚、光発振

部 5 a 及び光検 出部 5 b のフォ 卜ダイォ一 ド 1 0 は、受光面 1 . 0mm X l . 1mm、

直径 504mm、高さ3 . 6mmに選定されている、 また、サ ファイア製光透過板 1 1

a は、厚 さ 1 . 0mm、直径 8 . 0mm、であ り、更に、光発振部 5 a と光検 出部 5 b

間の流通路 2 b の長 さは30mm、流路の内径 は4 . 0 ηι Φ に設定されている。

[0049] 光発振部 5 a へ光 を入射 し、光発振部 5 a のフォ トダイオー ド 1 0 か らの

検 出出力を反射光検 出装置 1 8 a を介 して演算装置 1 9 へ入力すると共 に、

光検 出部 5 b のフォ トダイオー ド 1 0 か らの検 出出力を出力光検 出装置 1 8

b を介 して演算装置 1 9 へ入力 し、 ここで、前記 （1 ) 式を用いて、流体通

路 2 a 内を流通する有機原料 TMGa蒸気の濃度 を所定の時間間隔を置いて演算

し、その結果 を記録、表示する。

前記反射光検 出装置 1 8 a か らの検 出出力は、演算装置 1 9 に於 ける原料

濃度検 出値の補正に用い られ、 これによ り、光源装置 1 8 か らの入射光の所

謂揺 らぎやサ ファイア製光透過板 1 1 a の光透過率の経年変化等 によ り生ず

る原料濃度の測定誤差が補正される。

[0050] 試験の結果か ら、本発明に係 る原料流体濃度検 出器 は、従前の高価な濃度

検 出計 に劣 ることない高精度な濃度測定が可能な ことが、確認 されている。

産業上の利用可能性

[005 1] 本願発明は、半導体製造用ガス供給系のみな らず、析 出性や光反応性、腐

食性流体 を取 り扱 うあ らゆる流体供給管路ゃ流体使用機器類 における流体濃

度の連続的検 出に使用することが可能である。

符号の説明

[0052] 1 は原料流体濃度検 出器



は検 出器本体

a は流体通路

b は流体通路

c は流体通路

は入 口プロック

a は流体通路

b は継手部

は出口プロック

a は流体通路

b は継手部

a は光発振部

b は光検 出部

はガスケ ッ 卜型シール

a はガスケ ッ 卜

b は リング状 リティナ一

c はガイ ドリング

は漏洩検査用孔

は固定用ボル 卜

は光 ファイバ

a は光 ファイバ揷入孔

0 はフォ 卜ダイォ一 ド

は脆性破壊材料か ら成 る板材 （光透過窓 )

1 a はサ ファイア製光透過板

2 は保持固定体

a はフランジ収納部

b はボル 卜揷入孔

c は段部

3 はシール面



は第一固定 フランジ

a は階段部

b は揷入凹部

c は凹部の底面 （シール面）

d はガスケ ッ 卜収容部

は第二固定 フランジ

a は階段部

b は突出部

c はフォ トダイォ一 ド収納凹部

d は突出部の先端面 （シール面 )

は凹部

a はガスケ ッ 卜収容部

は光源装置

a は反射光検 出装置

b は出力光検 出装置

は演算装置

は標準濃度計



請求の範囲

検 出器本体 と、検 出器本体の上面 または下面 に設 けた光発振部及び

光検 出部 とを備 える光分析式原料流体濃度検 出器であ って、検 出器本

体 には上面及び下面の其々に少な くとも一つの凹部が形成 され、検 出

器本体の流体入 口か ら凹部 に連通する流体流路 と、凹部間を連通する

流体通路 と、凹部か ら検 出器本体の流体出口に連通する流体流路 とを

備 え、少な くとも 1 つの凹部 に光発振部が配置 され、残 りの凹部 に光

検 出部が配置 された、原料流体濃度検 出器。

光発振部が、光透過板 と、光強度検 出用のフォ トダイオー ドと、光

発振用の光源 (光 ファイバ）とを備 え、光検 出部が、光透過板 と、光強

度検 出用のフォ トダイオー ドと、 を備 える、請求項 1 に記載の原料流

体濃度検 出器。

検 出器本体 に形成 した凹部 に配置する光透過板 は、 ガスケ ッ 卜型シ

—ル を用いて気密 に固定されるように した、請求項 2 に記載の原料流

体濃度検 出器。

検 出器本体 と、検 出器本体の上面 に設 けた光発振部及び検 出器本体

の下面 に設 けた光検 出部 とを備 える光分析式原料流体濃度検 出器であ

つて、検 出器本体の上面及び下面 に設 け られ流体通路 によ り連通 され

た凹部 と、 当該凹部 内に装着 したガスケ ッ ト型シール と、 ガスケ ッ ト

型シール と対向 して配置 され、光透過板 を気密 に挟着 して接合固定 し

た第一固定 フ ラ ンジ及び第二固定 フ ラ ンジと、第二固定 フ ラ ンジ内に

設 けた光 ファイバ及び フ ォ 卜ダイオー ドと、前記接合固定 した両固定

フランジをガスケ ッ 卜型シール を介 して検 出器本体の凹部 内へ気密 に

固定する保持固定体 と、 を備 える原料流体濃度検 出器。

検 出器本体 と、検 出器本体の上面 に設 けた光発振部 と、検 出器本体

の下面 に設 けた光検 出部 とを備 えた光分析式原料流体濃度検 出器であ

つて、前記検 出器本体が、上面及び下面 に夫々設 けた凹部 と、両凹部

間を連通する流体通路 と、流体入 口と上面の凹部間を連通する流体通



路 と、流体出口と下面の凹部間を連通する流体通路 を備 え、 また、前

記光発振部及び光検 出部の各 々が、前記凹部 に繋がるガスケ ッ 卜収容

部 内に装着 したガスケ ッ 卜型シール と、 内周面が階段状 に縮径 した揷

入凹部 を有 し、前記ガスケ ッ 卜型シール と対向状 に配置 した第一固定

フランジと、前記第一固定 フランジの揷入凹部の最奥部 に配置 した光

透過板 と、前記第一固定 フランジの揷入凹部 内に階段状外周面 を有す

る突出部 を揷入 して前記光透過板 を挟んで前記第一固定 フランジへ気

密 に接合固定 した第二固定 フランジと、第二固定 フランジ内の前記光

透過板の外側 に配設固定 した光強度検 出用のフォ 卜ダイオー ドと、前

記接合固定 した両固定 フランジを収容するフランジ収納部 を中央 に備

え、固定用ボル 卜の締め込みによ りフランジ収納部 内に収納 した両固

定 フランジをガスケ ッ ト型シール を介 して検 出器本体へ気密 に固定す

る保持固定体 と、 を備 える原料流体濃度検 出器。

[ 請求項 6 ] 第二固定 フランジの突出部の先端面 と、第一固定 フランジの揷入凹

部の底面 を光透過板のシール面 と した請求項 5 に記載の原料流体濃度

検 出¾ 。

[ 請求項 7 ] 第一固定 フランジのガスケ ッ 卜収容部の底面 をガスケ ッ 卜シール面

と した請求項 5 に記載の原料流体濃度検 出器。

[ 請求項 8 ] 光発振部の第二固定 フランジに光 ファイバ揷入孔 を設 けると共 に、

フォ 卜ダイオー ドを光透過板か らの反射光強度の検 出用 フォ 卜ダイォ

— ドと した請求項 5 に記載の原料流体濃度検 出器。

[ 請求項 9 ] 光検 出部の第二固定 フランジに設 けたフォ 卜ダイォ一 ドを光透過板

か らの透過光強度の検 出用 フォ 卜ダイオー ドと した請求項 5 に記載の

原料流体濃度検 出器。

[ 請求項 10 ] 検 出器本体の上面 に間隔を置いて他 の光検 出部 を設 けると共 に、検

出器本体の下面 に設 けた光検 出部の凹部 と前記他 の光検 出部の凹部間

を流体通路 によ り連通 し、前記下面 に設 けた光検 出部の光透過板か ら

の反射光強度 を前記他 の光検 出部 にて検 出するように した請求項 5 に



記載の原料流体濃度検 出器。

[ 請求項 11] 原料流体 を、析 出性又は高反応性若 しくは腐食性の有機原料蒸気 と

した請求項 5 に記載の原料流体濃度検 出器。

[ 請求項 12 ] 光透過板 をサ ファイア製光透過板 と した請求項 5 に記載の原料流体

濃度検 出器。
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